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告 示

�愛媛県告示第２８号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２９号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第３０号
令和４年１２月２３日に農地中間管理機構公益財団法人えひめ農林漁

業振興機構から認可申請のあった農用地利用配分計画を、農地中間

管理事業の推進に関する法律（平成２５年法律第１０１号）第１８条第１

項の規定に基づき認可した。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 農用地利用配分計画の概要

発 行 愛 媛 県
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この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

放射線第一病院 今治市北日吉町一丁目１０
番５０号 医療法人順天会

令和８年
１月５日
まで

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

市立大洲病院 大洲市西大洲甲５７０番地 大 洲 市
令和８年
１月１０日
まで

賃借権の設定等を受ける者 賃借権の設定等を受ける土地

氏名又は名称 住 所 所在及び地番 面積（�）

赤 松 邦 子 愛媛県宇和島市
愛媛県宇和島市吉田
町立間２番耕地１６９１
番

６，５０７

石 山 定 義 愛媛県宇和島市 愛媛県宇和島市白浦
１７１４番 ２６４

上 杉 竜 也 愛媛県宇和島市 愛媛県宇和島市白浦
１７４１番１ほか５筆 ７，２２６

河 野 道 成 愛媛県宇和島市
愛媛県宇和島市吉田
町立間２番耕地１５８１
番ほか１筆

８，３５６

清 水 実 郎 愛媛県宇和島市 愛媛県宇和島市白浦
１７５２番２ほか２筆 １，２０９

二 宮 克 宏 愛媛県宇和島市 愛媛県宇和島市白浦
１６９１番１ほか５筆 １，７００

二 宮 儀 雄 愛媛県宇和島市 愛媛県宇和島市白浦
１７６１番 ６８８

毎週（火・金）曜日発行 第３７３号 令和５年１月１３日

令和５年１月１３日金曜日 第３７３号
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１２

２ 認可年月日

令和５年１月４日

�������
�愛媛県告示第３１号
宇和島市営農地災害関連区画整備事業河内地区の換地計画認可申

請は、適当と決定したので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第９６条の４第１項において準用する同法第５２条の２第４項において

準用する同法第８条第６項の規定により、次のとおり関係書類を縦

覧に供する。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 縦覧に供すべき書類の名称

換地計画書

２ 縦覧期間

令和５年１月１６日から２月１０日まで

３ 縦覧場所

宇和島市役所吉田支所

�������
�愛媛県告示第３２号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第１項の規定に基づき、

令和４年１２月２７日、肱川地域森林計画を立てた。

肱川地域森林計画に係る地域森林計画書及び森林計画図は、南予

地方局農林水産振興部八幡浜支局森林林業課及び肱川流域林業振興

課において公衆の縦覧に供する。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３３号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第５項の規定に基づき、

令和４年１２月２７日、中予山岳地域森林計画を変更した。

中予山岳地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計画

図は、中予地方局農林水産振興部久万高原森林林業課において公衆

の縦覧に供する。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３４号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第５項の規定に基づき、

令和４年１２月２７日、東予地域森林計画を変更した。

東予地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計画図は、

東予地方局農林水産振興部森林林業課及び四国中央駐在（四国中央

森林林業振興班）において公衆の縦覧に供する。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３５号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第５項の規定に基づき、

令和４年１２月２７日、今治松山地域森林計画を変更した。

今治松山地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計画

図は、中予地方局農林水産振興部森林林業課及び東予地方局農林水

産振興部森林林業課今治駐在（今治森林林業振興班）において公衆

の縦覧に供する。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第３６号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第５項の規定に基づき、

令和４年１２月２７日、南予地域森林計画を変更した。

南予地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計画図は、

南予地方局農林水産振興部森林林業課及び愛南駐在（愛南森林林業

振興班）において公衆の縦覧に供する。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

長 谷 音 和 愛媛県宇和島市 愛媛県宇和島市白浦
１７７９番ほか１筆 １，４２３

� 田 源一郎 愛媛県宇和島市 愛媛県宇和島市白浦
１６９２番ほか４筆 １，４６１

堀 川 耕 輔 愛媛県宇和島市 愛媛県宇和島市白浦
１７５７番ほか２筆 ４，８２１

松 下 甲 造 愛媛県宇和島市 愛媛県宇和島市白浦
１７９２番 １，８５４

毛 利 弘 子 愛媛県宇和島市 愛媛県宇和島市白浦
１７０５番１ ５３４

山 内 一 成 愛媛県宇和島市 愛媛県宇和島市白浦
１７０７番１ほか１筆 １５１

二 宮 定 俊 愛媛県宇和島市 愛媛県宇和島市白浦
１７２７番１ １，０３３

赤 松 将 太 愛媛県宇和島市
愛媛県宇和島市吉田
町法花津２番耕地３１
８番１ほか７筆

６，６０１

加賀山 洋 介 愛媛県宇和島市 愛媛県宇和島市吉田
町法花津２番耕地７ １，２８４

木 下 登 善 愛媛県宇和島市 愛媛県宇和島市吉田
町法花津乙１０番 ２３５

� 月 吉太郎 愛媛県宇和島市
愛媛県宇和島市吉田
町法花津２番耕地３２
６番ほか４筆

３，５６３

河 野 勝 彦 愛媛県宇和島市
愛媛県宇和島市吉田
町法花津乙８番２ほ
か６筆

３，１４２

河 野 雄 哉 愛媛県宇和島市
愛媛県宇和島市吉田
町法花津乙２０ほか１４
筆

７，６８４．９５

小 西 輝 愛媛県宇和島市
愛媛県宇和島市吉田
町法花津２番耕地１８
ほか１筆

４，９１８

清 家 明 愛媛県宇和島市
愛媛県宇和島市吉田
町法花津乙２１番１ほ
か５筆

８，０３５

清 家 一 成 愛媛県宇和島市
愛媛県宇和島市吉田
町法花津１番耕地４０
０番１

１，８０５

西 村 健 愛媛県宇和島市
愛媛県宇和島市吉田
町法花津１番耕地４０
２番ほか７筆

１２，８４９

西 村 信 人 愛媛県宇和島市
愛媛県宇和島市吉田
町法花津２番耕地３２
８番２

１，０５６

稲 葉 岩 由 愛媛県宇和島市
愛媛県宇和島市吉田
町法花津２番耕地３２
１番ほか１筆

６８７

稲 葉 利 彦 愛媛県宇和島市
愛媛県宇和島市吉田
町法花津２番耕地１３
番ほか２筆

２，８２７

� 月 富 則 愛媛県宇和島市
愛媛県宇和島市吉田
町法花津１番耕地４１
６番ほか４筆

９，４７６



愛 媛 県 報令和５年１月１３日 第３７３号

１３

�愛媛県告示第３７号
森林整備工事に係る競争入札等の参加者の資格及び資格審査に関する要綱（平成１５年５月愛媛県告示第１２５０号）の一部を次のように改正

し、告示の日から施行する。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（資格）

第２条 省略

２ 前項の規定による審査（以下「資格審査」という。）は、次に

掲げる要件の全てを満たす者でなければ、受けることができな

い。

� 県税全税目（国税通則法（昭和３７年法律第６６号）第４６条第１

項若しくは第２項の規定による納税の猶予又は地方税法（昭和

２５年法律第２２６号）第１５条第１項の規定による徴収の猶予（以

下「納税の猶予等」という。）を受けたものを除く。）につい

て未納がないこと。

� 所得税又は法人税並びに特別法人事業税（本県分に限る。以

下同じ。）及び地方法人特別税（本県分に限る。以下同じ。）

並びに消費税（これらのうち納税の猶予等を受けたものを除

く。）について未納がないこと。

� 省略

（資格審査の申請）

第３条 省略

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。

�～� 省略

� 県税（地方消費税を除く。）並びに特別法人事業税及び地方

法人特別税（これらのうち納税の猶予等を受けたものを除

く。）について未納がない旨の証明書

� 所得税又は法人税並びに消費税及び地方消費税（これらのう

ち納税の猶予等を受けたものを除く。）について未納がない旨

の証明書

� 前２号に規定する税のうち納税の猶予等を受けたものがある

者にあっては、当該納税の猶予等の許可を受けた通知書の写し

等

� 省略

附 則

この要綱は、告示の日から施行する。

（資格）

第２条 省略

２ 前項の規定による審査（以下「資格審査」という。）は、次に

掲げる要件の全てを満たす者でなければ、受けることができな

い。

� 県税全税目

につい

て未納がないこと。

� 所得税又は法人税並びに特別法人事業税（本県分に限る。以

下同じ。）及び地方法人特別税（本県分に限る。以下同じ。）

並びに消費税

について未納がないこと。

� 省略

（資格審査の申請）

第３条 省略

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならな

い。

�～� 省略

� 県税（地方消費税を除く。）並びに特別法人事業税及び地方

法人特別税

について未納がない旨の証明書

� 所得税又は法人税並びに消費税及び地方消費税

について未納がない旨

の証明書

� 省略

附 則

１ この要綱は、告示の日から施行する。

２ 資格審査を受けようとする者が、新型コロナウイルス感染症等

の影響に対応するための国税関係法律の臨時特例に関する法律

（令和２年法律第２５号）第３条第１項に規定する事実又は地方税

法（昭和２５年法律第２２６号）附則第５９条第１項に規定する事実が

ある場合において、国税通則法（昭和３７年法律第６６号）第４６条第

１項の規定による納税の猶予又は地方税法第１５条第１項若しくは

附則第５９条第１項の規定による徴収の猶予を受けたときは、当該

資格審査に係る第２条第２項、第３条第２項及び様式第１号の規

定の適用については、第２条第２項第１号中「県税全税目」とあ

るのは「県税全税目（国税通則法（昭和３７年法律第６６号）第４６条

第１項の規定による納税の猶予又は地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第１５条第１項若しくは附則第５９条第１項の規定による徴

収の猶予（以下「納税の猶予等」という。）を受けたものを除



愛 媛 県 報令和５年１月１３日 第３７３号

１４

�������
�愛媛県告示第３８号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

東温市河之内字アンゾ乙１６７０の２６、乙１６７０の３１、乙１６７０の３２、

乙１６７０の３５、乙１６７０の４０、乙１６７０の４２、乙１６７０の４３、乙１６７０の１３

１

２ 指定の目的
かん

水源の涵養

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び東温

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第３９号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

伊予市双海町上灘字船木庚２４０の１、庚２４３の１６、庚２４４の１、

庚２４４の２、庚２４５の１から庚２４５の３まで、庚２４６の１

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

字船木庚２４０の１・庚２４３の１６・庚２４４の１・庚２４４の２・庚

２４５の２（以上５筆について次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

様式第１号（第３条関係） 競争入札等参加資格審査申請書

く。）」と、同項第２号中「消費税」とあるのは「消費税（これ

らのうち納税の猶予等を受けたものを除く。）」と、第３条第２

項第６号及び同様式注４�中「地方法人特別税について未納がな

い旨の証明書」とあるのは「地方法人特別税（これらのうち納税

の猶予等を受けたものを除く。）について未納がない旨の証明書

並びに当該納税の猶予等の許可を受けた通知書の写し等」と、同

項第７号及び同様式注４�中「地方消費税について未納がない旨

の証明書」とあるのは「地方消費税（これらのうち納税の猶予等

を受けたものを除く。）について未納がない旨の証明書並びに当

該納税の猶予等の許可を受けた通知書の写し等」とする。

様式第１号（第３条関係） 競争入札等参加資格審査申請書

省略 省略

注１～３ 省略

４ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 県税（地方消費税を除く。）並びに特別法人事業税及

び地方法人特別税（これらのうち国税通則法（昭和３７年

法律第６６号）第４６条第１項若しくは第２項の規定による

納税の猶予又は地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第１５

条第１項の規定による徴収の猶予（以下「納税の猶予

等」という。）を受けたものを除く。）について未納が

ない旨の証明書

� 所得税又は法人税並びに消費税及び地方消費税（これ

らのうち納税の猶予等を受けたものを除く。）について

未納がない旨の証明書

� �及び�に規定する税のうち納税の猶予等を受けたも

のがある者にあっては、当該納税の猶予等の許可を受け

た通知書の写し等

� 省略

注１～３ 省略

４ 次に掲げる書類を添付すること。

�～� 省略

� 県税（地方消費税を除く。）並びに特別法人事業税及

び地方法人特別税

について未納が

ない旨の証明書

� 所得税又は法人税並びに消費税及び地方消費税

について

未納がない旨の証明書

� 省略
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エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び伊予市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４０号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

伊予市双海町上灘字峰壬２０５の１、壬２０５の２、字向井壬２６１、

壬２６３、字大谷甲４９５２、甲４９５３

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

字峰壬２０５の１・字向井壬２６１・壬２６３・字大谷甲４９５２（以

上４筆について次の図に示す部分に限る。）、字峰壬２０５の

２

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び伊予市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４１号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

伊予市双海町高岸字大ノ地乙１１９７の３、字カキノ木畑ケ乙１１９８

の３

２ 指定の目的

土砂の崩壊の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を愛媛県庁及び伊予

市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４２号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

大洲市河辺町北平２３９、２４０、２４４、２４５、２５０、２５２、２５３、２５８か

ら２６３まで、２６６から２７６まで、２８１、２８２、３１６から３１９まで、３３０

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

河辺町北平２５３・２５８・２５９（以上３筆について次の図に示

す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び大洲市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４３号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

西予市城川町野井川４４８の２

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

城川町野井川４４８の２（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び西予市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４４号
次の森林を保安林予定森林にする旨の通知を受けたから、森林法
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（昭和２６年法律第２４９号）第３０条の規定により告示する。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 保安林予定森林の所在場所

西予市野村町野村１６号９７２、１６号９７４、１６号９７５、１６号１００２の２、

１６号１０２６から１６号１０３２まで

２ 指定の目的

土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

� 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は、択伐による。

野村町野村１６号９７２・１６号９７４・１６号９７５・１６号１００２の２・

１６号１０２７から１６号１０３０まで（以上８筆について次の図に示す

部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢以

上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係

書類を愛媛県庁及び西予市役所に備え置いて縦覧に供する。）

�������
�愛媛県告示第４５号
港湾法（昭和２５年法律第２１８号）第３条の３第９項の規定に基づ

き、東予港港湾計画の変更の概要を次のとおり告示する。

令和５年１月１３日

東予港港湾管理者 愛媛県

代表者 愛媛県知事 中 村 時 広

１ 港湾計画の変更の概要

東予港港湾計画の変更の概要（令和元年５月愛媛県告示第８８号）、

東予港港湾計画の変更の概要（平成２５年９月愛媛県告示第１０２７号）

及び東予港港湾計画の変更の概要（平成１７年５月愛媛県告示第１０

２８号）によりその概要を告示した東予港港湾計画について変更し

た事項は、次のとおりである。

� 土地造成計画

既定計画を変更する事項

地区名 面積（ヘクタール） 用 途

西 条
４（４）

ふ

埠頭用地

２（２） 港湾関連用地

注 （ ）の数値は、内数で、港湾の開発、利用及び保全並びに港
湾に隣接する区域の保全に特に密接に関連する土地造成計画を示
す。

� 土地利用計画

既定計画を変更する事項

地区名 面積（ヘクタール） 用 途

１７（１７）
ふ

埠頭用地

１２（１２） 港湾関連用地

西 条 ４５０（４５０） 工業用地

９（９） 交通機能用地

７（７） 緑地

注 （ ）の数値は、内数で、港湾の開発、利用及び保全並びに港
湾に隣接する区域の保全に特に密接に関連する土地利用計画を示
す。

� その他の計画

小型船だまり計画

既定計画を変更する事項

地区名 港 湾 施 設

西 条
ふ

泊地、防波堤、物揚場、小型桟橋、船揚場、埠頭用
地

２ 港湾計画の縦覧の場所

松山市一番町四丁目４番地２

愛媛県土木部河川港湾局港湾海岸課

�������
�愛媛県告示第４６号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第２項の規定に基づき、東予地方局長から次のとおり公共測量

が終了した旨の通知があった。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（砂防基盤図作成）

２ 作業期間 令和４年７月１４日から

１２月２２日まで

３ 作業地域 今治市、上島町

�愛媛県告示第４７号
次のとおり愛媛県証紙売りさばき人が指定されたので、愛媛県証紙条例（昭和３９年愛媛県条例第８号）第５条第３項の規定により告示す

る。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広



愛 媛 県 報令和５年１月１３日 第３７３号

１７

��������������

��������������

��������������

��������������

�愛媛県告示第４８号
介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１条第１項本文の規定により、次のとおり指定居宅サービス事業者を指定した。

令和５年１月１３日

愛媛県東予地方局長 山 本 泰 士

�愛媛県告示第４９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第５０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

令和５年１月１３日

愛媛県中予地方局長 大 北 秀

�愛媛県告示第５１号
次のとおり随意契約の相手方を決定した。

令和５年１月１３日

愛媛県知事 中 村 時 広

指定
番号

売 り さ ば き 人
売 り さ ば き 所 指 定 年 月 日

住 所 氏 名 又 は 名 称

松第
１０３
号

松山市一番町四丁目４番地２ 愛媛県職員消費生活協同組合 松山市一番町四丁目４番地２ 令和４年１２月２３日

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 者 の
名 称 又 は 氏 名

指 定 居 宅 サ ー ビ ス 事 業 所
指定年月日 サービスの種類

名 称 所 在 地

株式会社シャルマン ヘルパーステーション シャルマン 愛媛県新居浜市郷３丁目１４番１３号 令和４年１１月１日 訪問介護

株式会社いまじん あおぞらヘルパーステーション 愛媛県新居浜市泉池町７－１２－２０１ 令和４年１１月１日 訪問介護

社会福祉法人愛美会 デイサービスセンター三島の杜 愛媛県四国中央市上柏町２０２－１ 令和４年１１月１日 通所介護

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山東部環状線
松山市畑寺三丁目３１２番２地先から

同市畑寺四丁目１６５番２まで

旧 ４．８～９．０ ０．３１０

新 １０．０～１５．７ ０．３１０

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

４中局建（開）第４０号

令和４年１２月２８日
伊予市上吾川字布部甲７５７番１

伊予市下吾川２０４５番地１

株式会社 マミーハウス

随意契約に係る物品等の
名称及び数量

契約に関する事務を
担当する機関の名称
及び所在地

随意契約の相手方
を決定した日

随意契約の相手方の氏
名及び住所

随意契約に係る
契約金額 随意契約にした理由

ＩＣカード運転免許証作成
システム一式の賃貸借契約
及びＩＣカード運転免許証
等消耗品代（１枚当たり）
の単価契約

愛媛県警察本部警務部
会計課
愛媛県松山市南堀端町
２番地２

令和４年１２月９日
東芝自動機器システムサ
ービス株式会社
神奈川県川崎市川崎区駅
前本町１２番地１

６，１８０，８６７円
（月額）

地方自治法施行令第１６７条の２第
１項第２号の規定による。
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選挙管理委員会告示
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�愛媛県選挙管理委員会告示第４号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１７条第１項の規定に

より、次のとおり政治団体の解散の届出があった。

令和５年１月１３日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

１ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

�愛媛県選挙管理委員会告示第２号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第６条第１項の規定により、次のとおり政治団体の設立の届出があった。

令和５年１月１３日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

国会議員関係政治団体以外の政治団体

�愛媛県選挙管理委員会告示第３号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第７条第１項の規定により、次のとおり政治団体から届出事項の異動の届出があった。

令和５年１月１３日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

１ その他の政治団体（政党及び政治資金団体以外の政治団体）

�愛媛県選挙管理委員会告示第５号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第２項の規定により、次のとおり資金管理団体の届出があった。

令和５年１月１３日

愛媛県選挙管理委員会委員長 大 塚 岩 男

政 治 団 体 の 名 称
代表者及び会計責任者の氏名

主 た る 事 務 所 の 所 在 地 届出年月日
代 表 者 会 計 責 任 者

森�だいすけ後援会 森 � 大 輔 近 藤 敏 弘 四国中央市土居町入野１３９－１ 令和４年１２月１４日

村上信太郎後援会 村 上 信太郎 村 上 信太郎 今治市北宝来町一丁目５－１１ 令和４年１２月１５日

国本健広後援会 國 本 健 広 國 本 健 広 松山市祝谷二丁目１２－３５ 令和４年１２月１９日

政治団体の名称 代表者の氏名 異 動 事 項 新 旧 異動年月日

たかみちか後援会 � 橋 望 亜 代 表 者 � 橋 望 亜 � 橋 房 代 令和４年１２月２１日

川本ケンタ後援会 川 本 裕 司 代 表 者 川 本 裕 司 山 田 富 繁 令和４年１２月２６日

橋本だいき後援会 橋 本 大 樹 主たる事務所の所在地 今治市阿方甲５５３－７ 今治市波方町郷甲１３７５－３ 令和４年１２月２８日

政 治 団 体 の 名 称 代表者の氏名 解散年月日

松 井 宏 治 後 援 会 松 井 宏 治 令和４年１２月１０日

中 島 ひ ろ し 後 援 会 相 原 利 雄 令和４年１２月２１日

資金管理団体の届
出をした者（代表
者）の氏名

公 職 の 種 類 資金管理団体の名称 主 た る 事 務 所 の 所 在 地 指 定 年 月 日

村 上 信太郎 愛媛県議会議員 村上信太郎後援会 今治市北宝来町一丁目５－１１ 令和４年１２月８日

國 本 健 広 愛媛県議会議員 国本健広後援会 松山市祝谷二丁目１２－３５ 令和４年１２月１９日
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�愛媛県選挙管理委員会告示第６号
政治資金規正法（昭和２３年法律第１９４号）第１９条第３項の規定に

より、次のとおり同項第２号の規定による資金管理団体でなくなっ

た旨の届出があった。

令和５年１月１３日

愛媛県選挙管理委員会

委員長 大 塚 岩 男

資金管理団体の
届出をした者の
氏名

資金管理団体の名称 資金管理団体でな
くなった年月日

� 橋 房 代 た か み ち か 後 援 会 令和４年１２月２１日

令和５年１月１３日 発行


